
証券コード 9385
平成30年６月６日

株 主 各 位

大阪市中央区備後町二丁目１番１号

株式会社ショーエイコーポレーション

代表取締役社長 芝 原 英 司

第51期定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

さて、当社第51期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ

いますようご通知申しあげます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用

紙に賛否をご表示いただき、平成30年６月25日（月曜日）午後５時15分までに到着す

るようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬具

記

１．日 時 平成30年６月26日（火曜日）午前10時

２．場 所 大阪市中央区安土町三丁目１番３号

ヴィアーレ大阪 ２階 クリスタルルーム

３．目的事項

報告事項 １．第51期(平成29年４月１日から平成30年３月31日まで)事業報

告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結

計算書類監査結果報告の件

２．第51期(平成29年４月１日から平成30年３月31日まで)計算書

類報告の件

決議事項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 定款一部変更の件

第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）３名選任の件

以上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ
さいますようお願い申しあげます。

◎株主総会参考書類、事業報告、計算書類、連結計算書類の記載事項に修正の必要が
生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載させていただきます。
（http://www.shoei-corp.co.jp/）
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（添付書類）

事 業 報 告

〔平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで〕

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府や日銀による継続的な経済・金融

政策を背景に企業収益の増加や雇用環境の改善により持ち直しが見られるものの、

人手不足による人件費の高騰や運賃の値上げ等により、先行き不透明な状況が続

いております。一方で個人消費については、実質賃金の伸び悩みなどにより力強

さを欠いております。

海外では、中東及びアジア諸国における地政学的リスク、欧米の政治情勢の影

響があり先行き不透明な状況が続いております。

当社グループを取り巻く環境は、為替の変動や原油価格の動向、運賃の増加と

いった景気を下振れさせる懸念材料がある中、商品の調達力・開発力を強化し、

また採算性を重視した受注体制の構築に努めてまいりました。

その結果、当連結会計年度における売上高は161億66百万円（前期比9.8％増）

となりました。利益面につきましては、物流拠点の集約化に係る費用が発生した

ことで営業利益は５億70百万円（前期比3.5％増）と伸びに欠け、経常利益は５億

40百万円（前期比11.8％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は３億59百万円

（前期比10.2％増）となりました。

セグメント別の状況は次のとおりであります。

（パッケージ事業）

当セグメントにつきましては、海外商品調達能力の活用を進めつつ、組織営業

の推進により大口先開拓や新規・休眠顧客の掘り起こしに注力し、また海外製品

売上や充填作業等セット作業が増加したことから売上高は伸びたものの、海外子

会社において為替の影響による利益率の悪化や販売管理費が増加したことからセ

グメント利益は減少いたしました。

その結果、売上高は92億63百万円（前期比4.2％増）、セグメント利益（営業利

益）は７億91百万円（前期比19.5％減）となりました。
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（メディアネットワーク事業）

当セグメントにつきましては、配送費の低減や納期短縮等の提案を行う一気通

貫サービスに注力しつつ、企画提案を行い海外調達による販促事業への転換を進

めていったことで、売上高、セグメント利益ともに前年同期を上回りました。

その結果、売上高は35億７百万円（前期比32.5％増）、セグメント利益（営業利

益）は１億55百万円（前期比277.7％増）となりました。

（日用雑貨品事業）

当セグメントにつきましては、美容品を中心とした付加価値の高い新商品の投

入を積極的に進め、海外協力メーカーを積極的に開拓し商品調達力や商品企画開

発力の向上に努めたこと、また販路を地方のドラッグストアに進めていったこと、

また円安傾向の緩和による仕入コストの低減等により、売上高、セグメント利益

ともに前年同期を上回りました。

その結果、売上高は37億70百万円（前期比7.8％増）、セグメント利益（営業利

益）は２億円（前期比84.6％増）となりました。

(2) 設備投資の状況

該当事項はありません。

(3) 資金調達の状況

該当事項はありません。
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(4) 対処すべき課題

今後の見通しにつきましては、世界経済は拡大基調が継続し、底堅く推移する

と見込まれるものの、保護主義の拡大、長期金利上昇、中東リスクの高まりと原

油価格上昇などのリスク要因があり、米国長期金利上昇は株式市場や新興国から

の資金流出圧力を高め、景気下振れ懸念も指摘されております。一方、わが国経

済においては成長率は鈍化しつつも、緩やかな回復が続く見通しで、海外経済の

回復に加え、五輪関連や生産性向上投資に支えられ設備投資は堅調に推移するも

のの、米通商政策を受けた企業マインドの慎重化、地政学的リスクを伴う原油価

格の上昇にも留意するなど不透明な状況が続くものと考えております。

当社グループを取り巻く環境は、為替の変動や原油価格の上昇に伴う原材料価

格、運賃の高騰、人手不足が深刻化する中での人材確保など厳しい状況であり、

その中で安定した利益を確保していくために、従来の方針や業務プロセスの全体

最適化を行い、採算性を重視した受注体制及び強固な管理体制の構築やコスト削

減に努め、いかなる環境下でも利益の出る体質への転換が重要となっております。

今後の重要な課題として、以下の点について対処してまいります。

① 商品調達力の強化(海外ルートの開拓)

海外ルートを使った商品、製品、原材料の調達力の強化

海外協力メーカーの開拓

② 商品企画・開発力の向上

商品企画、デザイン部門の集約化

ドラッグストア、量販店向けの新商品開発

③ 増客(直ユーザーの開拓)

販促品を中心に印刷会社、紙業会社の開拓の強化

セット販売の強化、ネット販売の構築

④ 人財

グループ間における人材開発、人材交流、人材育成

外部ブレインの活用

若手、女性社員の登用

⑤ 社内管理体制

内部統制、内部監査、内部牽制の強化

グループ全体の統制強化

⑥ Ｍ＆Ａ

コアビジネスを活かせる事業体、分野への進出

今後グループ経営を推進していく中で、さらなる生産性及び技術力の向上を図

り、いかなる経営環境の変化に対しても迅速かつ効果的に対応できる経営体制の

確立と、企業価値の創造と向上に努めてまいります。
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(5) 財産及び損益の状況の推移

① 企業集団の財産及び損益の状況

区 分
平成27年３月期

第48期
平成28年３月期

第49期
平成29年３月期

第50期

平成30年３月期
(当連結会計年度)

第51期

売 上 高 (百万円) 14,392 14,560 14,727 16,166

親会社株主に帰属する当期純利益又は
親会社株主に帰属する当期純損失(△)

(百万円) △30 19 325 359

１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失(△) (円) △4.78 3.00 50.52 55.38

総 資 産 (百万円) 7,614 7,133 7,485 8,443

純 資 産 (百万円) 1,669 1,697 2,071 2,424

(注) １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は、自己株式を控除した期中平均発行
済株式総数に基づいてそれぞれ算出しております。

　

② 当社の財産及び損益の状況

区 分
平成27年３月期

第48期
平成28年３月期

第49期
平成29年３月期

第50期

平成30年３月期
(当事業年度)

第51期

売 上 高 (百万円) 8,658 8,798 8,727 10,090

当 期 純 利 益 (百万円) 6 69 123 384

１株当たり当期純利益 (円) 1.04 10.74 19.19 59.33

総 資 産 (百万円) 5,801 5,469 5,593 6,558

純 資 産 (百万円) 1,667 1,689 1,757 2,103

(注) １株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数に基づいてそれ
ぞれ算出しております。
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(6) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社との関係

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当社の議決権比率

（間接所有含む）
主要な事業内容

株 式 会 社 Ｃ Ｓ 10,000千円 100.0％
生活雑貨、日用雑貨等

の企画、販売

株 式 会 社 ク ル ー 67,000千円 100.0％
ポリ袋等の包装資材の

企画、製造、販売

SHOEI PLASTIC(THAILAND)CO.,LTD. 140,000千タイバーツ 100.0％
ポリエチレン関連商品

の製造
　

③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況

特定完全子会社に該当する子会社はありません。

(7) 主要な事業の内容

事 業 別 事 業 内 容

パ ッ ケ ー ジ 事 業

(商業用パッケージ)
プラスチックフィルムを主材料とした包装資材で、顧客の製品
に合わせて企画、製造する包装資材と、あらかじめ規格品とし
て企画、製造し、小ロットで販売する包装資材などを製造、販
売しております。
(消耗用パッケージ)
ゴミ袋、レジ袋、チャック袋、キッチン用ポリ袋、雨天用新聞
包装フィルムなどのポリエチレン製品を製造、販売しておりま
す。

メディアネットワーク事業

パッケージ事業で培ったフィルムパッケージのノウハウから得
たパッケージング及びラッピング技術を土台に、お客様のカタ
ログや冊子などをプラスチックフィルムで封入・封緘し、ダイ
レクトメールとして仕上げ、一般消費者の手元に配送する一気
通貫型のサポートサービス（一気通貫サービス）を提供してお
ります。

日 用 雑 貨 品 事 業
中国をはじめとする海外協力メーカーと緊密なパイプを形成
し、100円ショップ、ドラッグストアなどの量販店に、ポリ袋
等の消耗品、日用雑貨品の企画、販売をしております。
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(8) 主要な営業所及び工場

① 当社

本 社 大阪市中央区備後町二丁目１番１号

支 店 東京本社、名古屋支店

営 業 所 横浜営業所、広島営業所、福岡営業所

工 場 等
大阪センター(大阪市)、大阪第２センター(大阪市)、神奈川センタ
ー(神奈川県座間市)、泉大津センター（大阪府泉大津市）、岸和田セ
ンター（大阪府岸和田市）

(注)１. 平成30年４月１日付で東京支店を東京本社に改称し、本社と東京本社の二本社制にし
ております。

２．平成29年４月１日付で九州地区の営業強化を目的に福岡営業所を開設しております。
３．平成29年11月１日付で子会社の物流業務を移管したことに伴い、岸和田センターを新

設し、株式会社ＣＳの泉大津事業所を泉大津センターと改称しております。

　

② 子会社

株式会社ＣＳ（本社） 東京都千代田区九段北四丁目１番３号

株式会社クルー（本社） 大阪市中央区備後町二丁目１番１号

SHOEI PLASTIC(THAILAND)CO.,LTD. タイ王国 サムットプラカン県

(9) 従業員の状況

① 企業集団の従業員の状況

従業員数 前連結会計年度末比増減

263名 ７名増

(注) 従業員数は就業人員であります。

　

② 当社の従業員の状況

従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

186(113)名 33名増 40.6歳 10.8年

(注)１. 従業員数は就業人員（当社から他社への出向者を除く）であり、臨時雇用者数は、
( )内に年間の平均雇用人員を外数で記載しております。

２．従業員数が前事業年度に比べて33名増加した主たる要因は、子会社からの物流業務の
移管に伴う、従業員の転籍によるものです。

３．平均勤続年数の算定にあたり、子会社からの転籍者については、各社における勤続年
数を加算しております。
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(10) 主要な借入先

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 660百万円

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 630百万円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 590百万円

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 484百万円

(注）株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行は平成30年４月１日より株式会社三菱ＵＦＪ銀行へと銀行
名が変更になっております。

(11) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 25,000,000株

(2) 発行済株式の総数 6,504,000株（自己株式346,000株を除く）

(3) 株主数 1,440名

(4) 大株主

株 主 名 持株数(千株) 持株比率(％)

芝 原 英 司 2,833 43.55

ショーエイ従業員持株会 827 12.72

MSIP CLIENT SECURITIES 467 7.18

芝 原 武 司 360 5.53

稲畑産業株式会社 142 2.19

剣 持 整 98 1.50

グローバル・タイガー・ファンド
４号投資事業有限責任組合

78 1.20

キョウエイ株式会社 74 1.13

有 村 芳 文 67 1.03

山 下 重 子 61 0.93

(注)１．持株比率は、小数点第３位以下を切り捨てております。
２．持株比率は、自己株式(346,000株)を控除して算出しております。

３．会社の新株予約権等に関する事項

(1) 当事業年度末日における新株予約権の状況

該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に交付した新株予約権の状況

該当事項はありません。

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項

該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項

(1) 取締役の氏名等

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 芝 原 英 司 代表執行役員グループＣＥＯ

代 表 取 締 役 専 務 有 村 芳 文 専務執行役員グループＣＦＯ兼企画部長

取 締 役 芝 原 篤 司 執行役員クルー営業連携部長

取締役（常勤監査等委員） 大 森 茂 樹

取締役（監査等委員） 岩 渕 誠 次

取締役（監査等委員） 村 野 譲 二
大光電機株式会社 監査役
カワセコンピュータサプライ株式会社 取締役
監査等委員

取締役（監査等委員） 新 城 学 株式会社ユニクエスト・オンライン 監査役

(注)１．取締役大森茂樹氏、岩渕誠次氏、村野譲二氏及び新城学氏は、社外取締役でありま
す。

２．監査等委員大森茂樹氏は経営コンサルタントとしての経験を有することから、また、
監査等委員岩渕誠次氏は元証券会社引受部長としての経験を有することから、財務及
び会計に関する相当程度の知見を有しております。

３．当社は、監査等委員会の監査・監督機能の強化や情報収集の充実、内部統制監査室と
の密な連携を図るため、監査等委員の大森茂樹氏を常勤の監査等委員に選定しており
ます。

４．当社は取締役大森茂樹氏、岩渕誠次氏、村野譲二氏及び新城学氏を東京証券取引所に
対し独立役員として届け出ております。

５．取締役吉田東良氏及び野村史郎氏は、平成29年５月31日付をもって辞任により退任い
たしました。

６．平成30年４月１日付で有村芳文氏を代表取締役として追加選任しております。

(2) 責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第

１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損

害賠償責任の限度額は、法令に定める最低責任限度額としております。
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(3) 取締役及び監査役の報酬等の額

区 分 支給人員 支 給 額 備 考

取 締 役
（監査等委員を除く）

５名 63百万円 うち社外取締役２名 ０百万円

取 締 役
（監 査 等 委 員）

４名 10百万円 うち社外取締役４名 10百万円

監 査 役 ３名 ２百万円 うち社外監査役３名 ２百万円

合 計 12名 76百万円

(注)１．取締役の報酬額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．上記には、平成29年５月31日をもって退任した社外取締役２名を含んでおります。
３．当社は、平成29年６月27日開催の第50期定時株主総会の決議により、監査役会設置会

社から監査等委員会設置会社へ移行しております。
４．当該移行前における取締役の報酬等の額は、年額１億20百万円以内（うち、社外取締

役分は20百万円以内。ただし、使用人分給与は含まない。）、同監査役の報酬等の額
は、年額24百万円以内と平成21年６月29日開催の第42期定時株主総会において、決議
いただいております。
また、当該移行後における取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬等の額は
年額１億20百万円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）、別
枠で取締役（監査等委員である取締役を除く）に対して譲渡制限付株式を付与するた
めの報酬額として年額30百万円以内、監査等委員である取締役の報酬等の額は年額24
百万円以内と平成29年６月27日開催の第50期定時株主総会において、決議いただいて
おります。

５. 上記には、平成29年８月９日に付与されました譲渡制限付株式の金銭債権報酬の価額
のうち、当事業年度の支給額を含んでおります。当事業年度における費用計上額は取
締役３名２百万円であります。
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(4) 社外役員に関する事項

① 重要な兼職先と当社との関係

区 分 氏 名 兼 職 先 兼職の内容

取 締 役

（監査等委員）
村 野 譲 二

大光電機株式会社 監査役

カワセコンピュータサプ

ライ株式会社
取締役監査等委員

取 締 役

（監査等委員）
新 城 学

株式会社ユニクエスト・

オンライン
監査役

(注) 当社と大光電機株式会社、カワセコンピュータサプライ株式会社及び株式会社ユニクエ
スト・オンラインの間には特別の関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 内 容

取 締 役
（常勤監査等委員）

大 森 茂 樹

当事業年度に開催された取締役会16回のうち16回出
席、また監査等委員会設置会社移行前に開催の監査
役会４回のうち４回出席、監査等委員会設置会社移
行後に開催の監査等委員会10回のうち10回出席し、
経営コンサルタントとして経験を有し、その専門的
見地から、取締役会及び監査等委員会の意思決定の
妥当性・適正性を確保するための発言及び助言を行
っております。

取 締 役
（監査等委員）

岩 渕 誠 次

当事業年度に開催された取締役会16回のうち16回出
席、また監査等委員会設置会社移行前に開催の監査
役会４回のうち４回出席、監査等委員会設置会社移
行後に開催の監査等委員会10回のうち10回出席し、
業務上豊富な経験に基づき、取締役会及び監査等委
員会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための
発言及び助言を行っております。

取 締 役
（監査等委員）

村 野 譲 二

当事業年度に開催された取締役会16回のうち15回出
席、また監査等委員会設置会社移行前に開催の監査
役会４回のうち４回出席、監査等委員会設置会社移
行後に開催の監査等委員会10回のうち10回出席し、
弁護士としての専門的な知識と豊富な経験に基づき、
取締役会及び監査等委員会の意思決定の妥当性・適
正性を確保するための発言及び助言を行っておりま
す。

取 締 役
（監査等委員）

新 城 学

平成29年６月27日の就任後に開催された取締役会12
回のうち12回出席、また監査等委員会設置会社移行
後に開催の監査等委員会10回のうち10回出席し、金
融機関法人部門においての経験、知識に基づき、取
締役会及び監査等委員会の意思決定の妥当性・適正
性を確保するための発言及び助言を行っております。
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５．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

新日本有限責任監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

① 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 26百万円

② 当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭

その他の財産上の利益の合計額 27百万円
(注)１．会計監査人の報酬等について監査等委員会が同意した理由

監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指
針」を踏まえ、過年度の監査計画における監査項目別監査時間の実績及び報酬額の推
移並びに会計監査人の職務遂行状況を確認し、当事業年度の監査計画及び報酬額の妥
当性を検討した結果、会計監査人の報酬等について会社法第399条第１項の同意を行
っております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法
に基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記
の金額にはこれらの合計額を記載しております。

３．当社が会計監査人に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、財務調査に係る
業務であります。

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等その他必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に

関する議案の内容を決定いたします。

また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目

に該当すると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人

を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後

最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理

由を報告いたします。
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６．業務の適正を確保するための体制

当社は、内部統制システムの整備に関する基本方針を以下のように制定し、この

基本方針に基づき、業務の適正性を確保していくとともに、今後もより効果的な内

部統制システムの構築を目指して、常に現状の見直しを行い、継続的な改善を図っ

てまいります。

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制

① 取締役及び使用人が法令及び定款を遵守し、倫理観をもって事業活動を行う企

業風土を構築するため、当社及び当社子会社（以下、「当社グループ」という。）

全体に適用する「ショーエイコーポレーション企業行動憲章」「ショーエイフィ

ロソフィ」を定める。

② 「ショーエイコーポレーション企業行動憲章」の精神に則って制定された「コ

ンプライアンス規程」に基づき「コンプライアンス窓口」「コンプライアンス委

員会」を設置し、コンプライアンスに関する相談受付、調査、監督及び啓蒙活

動を実施する。

③ 法令違反行為その他コンプライアンスに関する問題の早期発見と是正を目的と

して、常勤監査等委員を窓口にした公益通報制度を整備し、経営会議、社内研

修を通じて当社グループ役職員に周知徹底する。

④ 取締役会は、法令及び定款に照らし、取締役会規程に基づいて取締役の職務の

執行を監督する。

⑤ 監査等委員会は、法令及び定款に照らし、「監査等委員会監査等基準」「内部統

制システムに係る監査等委員会監査の実施基準」及び「監査計画」に基づいて

取締役の職務の執行を監査、監督する。

⑥ 取締役会は、使用人の業務執行手続きの適正を確保するため、各種社内規程を

制定し遵守させる。

⑦ 取締役会は、社内規程が諸法令等に適合するように制定されているかといった

事項を、顧問弁護士、顧問社労士等の専門家に意見を求めることにより確認す

る。

⑧ 代表取締役社長（グループＣＥＯ）直轄にて内部監査担当者(内部統制監査室

長)を選任し、年度監査計画に基づいて担当者が監査を実施し、被監査部門に対

する問題点の指摘、業務改善の提案、確認を行い、その実現の支援を行うと同

時に、内部監査の内容は、監査等委員である取締役にも報告され、経営力の強

化を図る。

⑨ 金融商品取引法及びその他の法令への適合を含め、「法律、社会規範、社内ル

ール等の遵守」、「業務の有効性と効率性の向上」、「財務報告の信頼性の確保」、

「資産の保全」を目的として、内部統制の仕組を整備・構築し、業務の改善に努

― 14 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年05月22日 19時17分 $FOLDER; 14ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



める。

⑩ 会社情報の開示については、情報収集、開示資料の作成、開示手順、開示責任

者等を定め、開示の正確性、適時性及び網羅性を確保する。

(2) 取締役の職務の執行に関わる情報の保存及び管理に関する体制

① 当社は、取締役の職務執行に係る情報及びその管理について、対象文書と保存

期間及び管理方法等を文書管理規程において規定し、文書化もしくは電磁的媒

体に記録の上、経営判断に用いた関連資料とともに保存する。

② 当社は、取締役からの要請があった場合に備え、情報の種類や特性に応じて適

切かつ確実な検索性の高い状態で保存・管理することとし、閲覧可能な状態を

維持する。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① 当社は、当社グループの経営活動上、「コンプライアンス規程」「情報セキュリ

ティ管理規程」「危機管理規程」などリスクマネジメント体制を整備、構築する

ための方針を規定し、これに基づいて経営活動上のリスクを認識する。また影

響、発生可能性に鑑み、重要性に応じたリスク管理を行う。

② リスクマネジメントを所管する部門が当社グループにおけるリスク対応を組織

横断的に統括し、リスクマネジメント活動に係る意思決定は経営会議において

行い、その内容を定期的に取締役会に報告する。

③ 当社は、災害、事故などの重大な事態が生じた場合の当社グループにおける対

応方針を「危機管理規程」等において規定し、これに基づいて緊急事態のレベ

ルを判定し、迅速に対応を行うことにより損害の拡大を防止するとともに損失

を最小限に留める。
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(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 当社は、当社グループにおける取締役会をはじめとする各会議体の運営方針、

業務分掌・職務権限に関して「取締役会規程」「会議管理規程」「業務分掌規程」

「職務権限規程」「職務権限表」において規定し、取締役の職務、権限及び責任

等を明確化する。また取締役会に付議すべき事項を定め、その他の会議体、各

部門責任者へ権限を委譲し、業務執行全般の効率的な運営を行う。

② 当社は、取締役会において当社グループ運営上の重要な意思決定及び業務執行

の監査・監督を行う。また取締役（監査等委員である取締役を除く）は各部門

と業務の進捗状況を定期的に確認することにより情報共有を迅速に行い、適切

な経営判断を実施する。

③ 当社は、取締役会においてグループ・全社戦略を定め、各部門及び各子会社は

グループ戦略を踏まえ部署別、会社別の戦略を策定する。またその進捗状況を

定期的に取締役会がモニタリングすることにより戦略の実行を担保する。

④ 当社は、取締役会に加えて、定期的に、取締役（監査等委員である取締役を除

く）及び重要業務を執行する管理職で構成する経営会議を開催し、経営情報の

共有化を図るとともに、重要な業務執行に関する事項について協議し、機動的

な意思決定を行い、経営の効率化を進める。また経営会議には常勤監査等委員

である取締役も常時参加する(非常勤監査等委員は随時参加)。

⑤ 当社の本社部門は、経営管理・リスク管理・人事管理・業務管理の各項目で、

取締役会の意思決定と各部門の戦略実行をサポートするとともに、重要な子会

社に対しても同様の体制を構築し、個々の事業戦略に最適化したサポートを実

施する。

(5) 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

① 当社は、子会社の経営管理に関する方針を規程に定め、子会社の経営・財務等

に関する重要な事項については当社報告事項とするとともに、重要な意思決定

については当社承認事項とすることで、適切な子会社の経営管理を行う。

② 当社は、子会社の管理を行う所管部門を定め、子会社の管理責任者と連携して

管理を行う。また子会社に関する最新の情報を収集して整理保管し、必要に応

じて情報を関係者に提供する。

③ 当社が設置する公益通報窓口は、国内当社グループの全ての役職員が利用可能

とし、子会社における法令違反行為その他コンプライアンスに関する問題の早

期発見・未然防止を図る。

④ 内部統制監査室は、子会社の管理及び業務活動について監査を実施する。
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(6) 当社の監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項、当該

取締役及び使用人の他の取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立性

に関する事項並びに当該取締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する

事項

① 当社の監査等委員会の職務は、内部統制監査室においてこれを補助する。

② 監査等委員会の職務を補助する内部統制監査室の使用人の独立性を確保するた

め、当該使用人の異動等人事に関する決定は、監査等委員会の事前の同意を得

る。

③ 監査等委員会より監査業務に関する命令を受けた補助使用人は、その命令に関

して、取締役（監査等委員である取締役を除く）の指揮命令を受けない。

(7) 当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）及び使用人並びに当社子会社

の取締役、監査役その他これらに該当するもの及び使用人が当社の監査等委員会

に報告するための体制

① 当社グループの取締役（監査等委員である取締役を除く）・監査役及び使用人

は、当社監査等委員会に対して、法定の事項に加え、経営に重大な影響を及ぼ

す事項、法令・定款に違反すると思われる事項、会社に著しい損害を及ぼす事

項、その他監査等委員会が報告すべきものと定めた事項が生じたときは、速や

かに報告するものとし、当該報告が円滑になされるよう、当社の本社部門が支

援を行う。

② 内部統制監査室は、定期的に監査等委員会に対し、当社グループにおける内部

監査の結果、監査等委員会から指示があった公益通報の調査結果についての報

告、その他活動状況の報告を行うものとする。

③ 監査等委員会は、当社グループの取締役会議事録、稟議書等の重要な決裁書類

及び関係資料等、いつでも監査に必要な資料の提供を受けることができる。

④ 監査等委員会は、必要に応じていつでも当社の取締役及び使用人並びに子会社

の取締役、監査役及び使用人から説明を受けることができる。

⑤ 当社グループの取締役及び使用人は、監査等委員会が報告を求めた事項につい

ては迅速かつ的確に対応する。

⑥ 当社の子会社の取締役または監査役を兼任する当社の役職員は、重要な事項が

発生した場合には監査等委員会へ報告する。

⑦ 当社グループの監査役連絡会を設置し、子会社の監査役が当社の監査等委員会

に定期的に報告する。

― 17 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年05月22日 19時17分 $FOLDER; 17ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



(8) 当社の監査等委員会へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取

扱いを受けないことを確保するための体制

当社グループは、当社の監査等委員会に報告をした者に対して、当該報告をし

たことを理由として、解雇その他いかなる不利益な取扱いや職場環境の悪化、

嫌がらせ等がないように適切な措置を執る旨を、「公益通報者保護規程」に明記

するとともに、当社グループ役職員に周知徹底する。

(9) 当社の監査等委員会の職務執行について生ずる費用又は債務の処理、費用の前

払い又は償還の手続きに関する方針に関する事項

当社は、監査等委員会の職務の執行について生ずる費用については、通常の監

査費用は監査職務の執行に必要でないと明らかに認められる場合を除き、速や

かにその前払い及び請求に応じる。

(10) その他監査等委員である取締役の監査が実効的に行われることを確保するため

の体制

① 監査等委員会は、重要な意思決定の過程及び業務執行状況を把握するため、取

締役会のほか重要な会議に出席するとともに、稟議書その他業務執行に係る重

要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役（監査等委員である取締役を除く）及

び使用人からの説明を受ける。

② 監査等委員会は、内部統制監査室の監査と調整を図り、連携して監査を行う。

また、監査等委員会は代表取締役社長（グループＣＥＯ）及び会計監査人と定

期的に協議を実施し、意見及び情報の交換を行う。

③ 監査等委員会は、取締役会に出席する他、重要な意思決定の過程及び業務の執

行状況を把握するため、社内各部門と定期的に相互の意思疎通を図る。

④ 監査等委員会は、職務を遂行するために必要と判断したときは、顧問弁護士、

監査法人等の専門家による外部アドバイザーを活用することができる。

(11) 反社会的勢力排除に向けた体制

① 市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、毅然とした態

度で臨むとともに、一切の関係を遮断する。

② 当社は、反社会的勢力対応マニュアルを整備し、反社会的勢力による不当要求

が発生した場合の対応を統括する部署を総務部とし、当該部署が情報の管理や

外部専門機関との連携を行う。
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７．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当社では、上記に掲げた業務の適正を確保するための体制を整備するとともに、

適切な運用に努めております。当事業年度における業務の適正を確保するための体

制の運用状況の概要は、以下のとおりであります。

(1) 主な会議の開催状況として、取締役会は16回開催され、当社と利害関係を有し

ない社外取締役が出席し、取締役の職務執行の適正性を確保し、効率性を高めま

した。その他、監査役会は４回、監査等委員会は10回、各部門長が出席する経営

会議は12回開催し、当社の課題などについて討議いたしました。

(2) 監査等委員である取締役は、監査等委員会において定めた監査計画に基づき監

査を行い、さらに、取締役会に出席するとともに、社長及び他の取締役、内部統

制監査室、会計監査人との間で適宜協議する場を持ち、情報交換等の連携を図っ

ております。

(3) 内部統制監査室は、内部監査計画に基づき、当社及び子会社の業務執行及びコ

ンプライアンスの状況について年２回監査を実施し、その評価について代表取締

役社長（グループＣＥＯ）及び監査等委員である取締役に報告いたしました。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

(注) 本事業報告に記載の金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
(平成30年３月31日現在)

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 5,718,462 流 動 負 債 5,184,072

現 金 及 び 預 金 646,201 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 2,229,703

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 2,861,758 短 期 借 入 金 2,240,000

電 子 記 録 債 権 248,307 一年内返済予定の長期借入金 151,770

商 品 及 び 製 品 1,332,241 リ ー ス 債 務 52,312

仕 掛 品 130,348 未 払 金 148,161

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 80,372 未 払 法 人 税 等 97,164

前 渡 金 40,730 未 払 消 費 税 等 30,597

未 収 入 金 212,993 賞 与 引 当 金 104,232

繰 延 税 金 資 産 76,665 そ の 他 130,131

そ の 他 94,958 固 定 負 債 834,970

貸 倒 引 当 金 △6,116 長 期 借 入 金 333,050

固 定 資 産 2,725,170 リ ー ス 債 務 173,423

有 形 固 定 資 産 1,911,375 繰 延 税 金 負 債 102,540

建 物 及 び 構 築 物 407,181 退 職 給 付 に 係 る 負 債 78,904

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 196,222 長 期 未 払 金 145,052

工 具、 器 具 及 び 備 品 26,857 そ の 他 2,000

土 地 1,125,712

リ ー ス 資 産 152,175

建 設 仮 勘 定 3,225 負 債 合 計 6,019,042

無 形 固 定 資 産 57,555 （純 資 産 の 部）

リ ー ス 資 産 50,044 株 主 資 本 2,176,949

そ の 他 7,511 資 本 金 229,400

投 資 そ の 他 の 資 産 756,238 資 本 剰 余 金 159,176

投 資 有 価 証 券 485,828 利 益 剰 余 金 1,849,961

長 期 貸 付 金 752 自 己 株 式 △61,588

差 入 保 証 金 115,101 その他の包括利益累計額 247,641

退 職 給 付 に 係 る 資 産 101,965 その他有価証券評価差額金 200,192

そ の 他 63,426 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △13,446

貸 倒 引 当 金 △10,836 為 替 換 算 調 整 勘 定 60,895

純 資 産 合 計 2,424,590

資 産 合 計 8,443,632 負債及び純資産合計 8,443,632

(注) 記載の金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 16,166,826

売 上 原 価 12,993,417

売 上 総 利 益 3,173,408

販売費及び一般管理費 2,602,683

営 業 利 益 570,725

営 業 外 収 益

受 取 利 息 451

受 取 配 当 金 3,830

デ リ バ テ ィ ブ 評 価 益 3,819

資 材 売 却 収 入 5,811

そ の 他 2,079 15,992

営 業 外 費 用

支 払 利 息 32,429

手 形 売 却 損 2,565

支 払 手 数 料 2,852

為 替 差 損 6,556

そ の 他 1,424 45,828

経 常 利 益 540,889

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 211 211

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 2,483 2,483

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 538,617

法人税、住民税及び事業税 190,907

法 人 税 等 調 整 額 △11,402 179,504

当 期 純 利 益 359,113

親会社株主に帰属する当期純利益 359,113

(注) 記載の金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

期 首 残 高 229,400 146,800 1,555,327 △71,556 1,859,971

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △64,480 △64,480

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益

359,113 359,113

自 己 株 式 の 処 分 12,376 9,968 22,344

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額)

連結会計年度中の変動額合計 - 12,376 294,633 9,968 316,977

期 末 残 高 229,400 159,176 1,849,961 △61,588 2,176,949

(単位：千円)

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定
その他の包括利益
累 計 額 合 計

期 首 残 高 172,738 1,822 36,584 211,145 2,071,116

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △64,480

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益

359,113

自 己 株 式 の 処 分 22,344

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額)

27,453 △15,269 24,311 36,495 36,495

連結会計年度中の変動額合計 27,453 △15,269 24,311 36,495 353,472

期 末 残 高 200,192 △13,446 60,895 247,641 2,424,590

(注) 記載の金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表
　

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項等に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の数 ３社

連結子会社の名称

株式会社ＣＳ、株式会社クルー、SHOEI PLASTIC(THAILAND)CO.,LTD.

② 非連結子会社の名称等

上海汐愛伺商貿有限公司

連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除いて

おります。

　

(2) 持分法の適用に関する事項

持分法を適用しない非連結子会社の名称

上海汐愛伺商貿有限公司

連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、持分法を適用しており

ません。

　

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

SHOEI PLASTIC(THAILAND)CO.,LTD.の決算日は12月31日であります。

連結計算書類の作成に当たっては、上記決算日現在の計算書類を使用し、連結

決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っておりま

す。

　

(4) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

(イ) 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの ･･････連結決算日の市場価格等に基づく時価法により評

価しております。（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定し

ております。）

時価のないもの ･･････移動平均法による原価法により評価しております。

(ロ) たな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっておりま

す。
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商品及び製品（標準品）･･ 主として移動平均法を採用しております。

製品（個別受注品）･･････ 個別法を採用しております。

仕掛品 ･････････････････ 主として個別法を採用しております。

原材料 ･････････････････ 主として移動平均法を採用しております。

(ハ) デリバティブ

時価法によっております。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

(イ) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）なら

びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額

法によっております。

(ロ) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっております。

(ハ) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

③ 重要な引当金の計上基準

(イ) 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。

(ロ) 賞与引当金

従業員に支給する賞与の支出に備えて、支給見込額の当連結会計年度負担額

を計上しております。

④ 退職給付に係る会計処理の方法

当社及び国内連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、

退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便

法を適用しております。

⑤ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、

決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場によ

り円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めてお

ります。
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⑥ 重要なヘッジ会計の方法

(イ) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約取引については、振当

処理の要件を満たしている場合には、振当処理を採用しております。

(ロ) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。

ヘッジ手段 ･････････････ 為替予約

ヘッジ対象 ･････････････ 外貨建金銭債務

(ハ) ヘッジ方針

為替の変動による損失を回避する目的でデリバティブ取引を行っております。

なお、為替予約取引は外貨建取引高の範囲内に限定しております。

(ニ) ヘッジ有効性の評価の方法

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ手段のキャッ

シュ・フロー変動の累計とヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計を比較

して有効性を判定しております。

⑦ 重要な繰延資産の処理方法

社債発行費については社債の償却期間にわたり均等償却しております。

⑧ のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については個別案件ごとに判断し、その投資効果の発現する期

間を見積り、当該期間において均等償却をしております。

⑨ その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

　

２．表示方法の変更に関する注記

　（連結貸借対照表）

前連結会計年度において、「流動資産」の「受取手形及び売掛金」に含めてい

た「電子記録債権」（前連結会計年度180,149千円）は、金額的重要性が増した

ため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。

　

　（連結損益計算書）

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外費用」の「貸倒

引当金繰入額」（前連結会計年度15千円）は、金額的重要性が乏しくなったた

め、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。

また、前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた

「デリバティブ評価益」（前連結会計年度248千円）は、営業外収益の総額の100

分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。
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３．連結貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 1,041,123千円

(2) 受取手形割引高 49,879千円

(3) 受取手形裏書譲渡高 3,648千円

(4) 期末日満期手形等

期末日満期手形等の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をして

おります。なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末

日満期手形等が期末残高に含まれております。

受取手形 14,174千円

電子記録債権 3,762千円

支払手形 105,255千円

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

普通株式 6,850,000株

(2) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等

決 議
株式の
種 類

配当金
の総額
(千円)

１株当たり
配 当 額

(円)
基 準 日 効力発生日

平成29年６月27日
定 時 株 主 総 会

普通株式 64,480 10.00 平成29年３月31日 平成29年６月28日

　

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計

年度となるもの

平成30年６月26日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関す

る事項を次のとおり提案しております。

決 議
株式の
種 類

配当金
の総額
(千円)

配当の
原 資

１株当たり
配 当 額

(円)
基 準 日 効力発生日

平成30年６月26日
定 時 株 主 総 会

普通株式 84,552 利益剰余金 13.00 平成30年３月31日 平成30年６月27日
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５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機

関からの借入により資金を調達しております。

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク

低減を図っております。また、投資有価証券は、取引先との事業関係上保有して

いる株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。

借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）でありま

す。手元流動性リスクについては、経理部が毎月資金繰予定表を作成し、支払資

金の確保に努めることによって管理しております。

デリバティブ取引は、主として外貨建ての営業取引に係わる為替の変動リスク

を回避することを目的とした先物為替予約等をヘッジ手段として利用しておりま

す。当社グループの契約先は、いずれも信用度の高い国内の銀行であり実質的な

信用リスクはないものと判断しております。取引の執行・管理については、定め

た社内ルールに従って、経理部が決裁者の承認を得て行っております。

なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有

効性の評価方法等については、前述の「会計方針に関する事項」に記載されてい

る「重要なヘッジ会計の方法」をご覧ください。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

当連結会計年度末における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ

いては次のとおりであります。

（単位：千円）

連 結 貸 借 対 照 表
計 上 額

時 価 差 額

(1)現金及び預金 646,201 646,201 -

(2)受取手形及び売掛金 2,861,758 2,861,758 -

(3)電子記録債権 248,307 248,307 -

(4)投資有価証券

その他有価証券 483,680 483,680 -

資 産 計 4,239,947 4,239,947 -

(1)支払手形及び買掛金 2,229,703 2,229,703 -

(2)短期借入金 2,240,000 2,240,000 -

(3)長期借入金 484,820 484,052 △767

負 債 計 4,954,523 4,953,756 △767

デリバティブ取引(*) （20,365） （20,365） -

(*) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の
債務となる項目については（ ）で示しております。
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(注)１．金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資 産

(1)現金及び預金、ならびに(2)受取手形及び売掛金、及び(3)電子記録債権

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。

(4)投資有価証券

これらの時価については、上場株式は取引所の価格によっております。

負 債

(1)支払手形及び買掛金、及び(2)短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。

(3)長期借入金

これら（一年以内返済予定長期借入金含む）の時価については、元利金の合計額

を、同様の新規借入を実施した場合に想定される利率で割り引いて算定しておりま

す。

デリバティブ取引

デリバティブ取引の時価については、取引先金融機関等から提示された価格等に

基づき算定しております。ただし、為替予約の振当処理によるものは、ヘッジ対象

とされている買掛金と一体として処理されているため、それらの時価は、当該買掛

金の時価に含めて記載しております。

(注)２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

非上場株式（連結貸借対照表計上額2,148千円）は、市場価格がなく、時価を把握

することが極めて困難と認められるため、「(4) 投資有価証券」に含めておりませ

ん。

　

６．賃貸等不動産に関する注記

　（1）賃貸等不動産の状況に関する事項

一部連結子会社では、大阪府大阪市において、賃貸用倉庫（土地を含む。）を

有しております。

　（2）賃貸等不動産の時価に関する事項

賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、

次のとおりであります。
（単位：千円）

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度末

の時価当連結会計年度

期首残高

当連結会計年度

増減額

当連結会計年度

期末残高

- 513,841 513,841 497,650

（注）1.連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

2.当連結会計年度増減額のうち、主な増加額は、事業用資産から賃貸等不動産への振替
（514,188千円）であり、主な減少額は、減価償却費（346千円）であります。
3.当連結会計年度末の時価は、路線価等に基づく金額であります。
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７．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 372円78銭

１株当たり当期純利益 55円38銭

　

８．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

　
(注) 記載の金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
(平成30年３月31日現在)

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 3,377,629 流 動 負 債 3,739,326

現 金 及 び 預 金 256,437 支 払 手 形 246,482

受 取 手 形 425,437 買 掛 金 708,137

電 子 記 録 債 権 248,307 短 期 借 入 金 2,240,000

売 掛 金 1,549,006 一年内返済予定の長期借入金 144,700

製 品 220,279 リ ー ス 債 務 47,796

仕 掛 品 104,037 未 払 金 53,548

原 材 料 9,195 未 払 費 用 69,712

前 渡 金 25,892 未 払 法 人 税 等 78,202

未 収 入 金 187,738 未 払 消 費 税 等 30,597

前 払 費 用 44,575 前 受 金 336

繰 延 税 金 資 産 32,844 預 り 金 19,386

そ の 他 279,950 賞 与 引 当 金 99,806

貸 倒 引 当 金 △6,072 そ の 他 619

固 定 資 産 3,180,590 固 定 負 債 715,410

有 形 固 定 資 産 1,187,442 長 期 借 入 金 333,050

建 物 362,231 リ ー ス 債 務 162,650

構 築 物 4,271 退 職 給 付 引 当 金 62,489

機 械 及 び 装 置 23,638 繰 延 税 金 負 債 3,934
車 両 運 搬 具 266 長 期 未 払 金 145,052
工 具、 器 具 及 び 備 品 12,940 そ の 他 8,233

土 地 636,420 負 債 合 計 4,454,737

リ ー ス 資 産 147,673 （純 資 産 の 部）

無 形 固 定 資 産 56,696 株 主 資 本 2,101,205

ソ フ ト ウ エ ア 2,187 資 本 金 229,400

電 話 加 入 権 4,463

リ ー ス 資 産 50,044 資 本 剰 余 金 151,392

投 資 そ の 他 の 資 産 1,936,451 資 本 準 備 金 146,800

投 資 有 価 証 券 73,959 そ の 他 資 本 剰 余 金 4,592

関 係 会 社 株 式 610,189

出 資 金 1 利 益 剰 余 金 1,830,095

長 期 貸 付 金 752 利 益 準 備 金 9,500

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 1,040,090 そ の 他 利 益 剰 余 金 1,820,595

破 産 更 生 債 権 等 10,144 別 途 積 立 金 1,000,000

長 期 前 払 費 用 10,256 繰 越 利 益 剰 余 金 820,595

差 入 保 証 金 97,155 自 己 株 式 △109,682

前 払 年 金 費 用 101,965

そ の 他 2,084 評 価 ・ 換 算 差 額 等 2,277

貸 倒 引 当 金 △10,147 その他有価証券評価差額金 2,277

純 資 産 合 計 2,103,482

資 産 合 計 6,558,219 負債及び純資産合計 6,558,219

(注) 記載の金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 10,090,976

売 上 原 価 7,996,036

売 上 総 利 益 2,094,940

販売費及び一般管理費 1,746,503

営 業 利 益 348,436

営 業 外 収 益

受 取 利 息 12,821

受 取 配 当 金 111,444

デ リ バ テ ィ ブ 評 価 益 69,491

資 材 売 却 収 入 2,070

そ の 他 1,990 197,817

営 業 外 費 用

支 払 利 息 16,006

手 形 売 却 損 2,565

支 払 手 数 料 2,270

そ の 他 1,253 22,095

経 常 利 益 524,158

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 94 94

税 引 前 当 期 純 利 益 524,063

法人税、住民税及び事業税 132,399

法 人 税 等 調 整 額 6,965 139,365

当 期 純 利 益 384,697

(注) 記載の金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

期 首 残 高 229,400 146,800 - 146,800

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 処 分 4,592 4,592

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 - - 4,592 4,592

期 末 残 高 229,400 146,800 4,592 151,392
　

(単位：千円)

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合計利益準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

期 首 残 高 9,500 1,000,000 500,377 1,509,877 △127,434 1,758,643

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △64,480 △64,480 △64,480

当 期 純 利 益 384,697 384,697 384,697

自 己 株 式 の 処 分 17,752 22,344

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 - - 320,217 320,217 17,752 342,561

期 末 残 高 9,500 1,000,000 820,595 1,830,095 △109,682 2,101,205
　

(単位：千円)

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

期 首 残 高 △826 △826 1,757,816

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △64,480

当 期 純 利 益 384,697

自 己 株 式 の 処 分 22,344

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

3,104 3,104 3,104

事業年度中の変動額合計 3,104 3,104 345,665

期 末 残 高 2,277 2,277 2,103,482

(注) 記載の金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの ･････決算日の市場価格等に基づく時価法により評価し

ております。（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定してお

ります。）

時価のないもの ･････移動平均法による原価法により評価しております。

関係会社株式 ･････････移動平均法による原価法により評価しております。

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

製品（標準品）･･････移動平均法を採用しております。

（個別受注品）･･個別法を採用しております。

仕掛品 ･････････････個別法を採用しております。

原材料 ･････････････主として移動平均法を採用しております。

(3) デリバティブ

時価法によっております。

(4) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）なら

びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額

法によっております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっております。

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

― 33 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年05月22日 19時17分 $FOLDER; 33ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



(5) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員に支給する賞与の支出に備えて、支給見込額の当事業年度負担額を計

上しております。

③ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における簡便法（期末自己都

合要支給額を退職給付債務とする方法）による退職給付債務及び年金資産の見

込金額に基づき、退職給付引当金又は前払年金費用を計上しております。

(6) 繰延資産の処理方法

社債発行費については社債の償却期間にわたり均等償却しております。

(7) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

２．表示方法の変更に関する注記

（損益計算書）

前事業年度において、独立掲記しておりました「営業外費用」の「貸倒引当

金繰入額」（前事業年度15千円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当事業

年度より「その他」に含めて表示しております。
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３．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 719,017千円

(2) 受取手形割引高 49,879千円

(3) 期末日満期手形等

期末日満期手形等の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をし

ております。なお、当事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末

日満期手形等が期末残高に含まれております。

受取手形 14,174千円

電子記録債権 3,762千円

支払手形 50,294千円

(4) 関係会社に対する債権債務

短期金銭債権 335,616千円

短期金銭債務 7,414千円

(5) 保証債務

関係会社の金融機関との取引に対して以下のとおり債務保証を行っておりま

す。

株式会社ＣＳ 316,969千円

株式会社クルー 415,852千円

計 732,822千円

関係会社の仕入先からの仕入債務に対して以下のとおり債務保証を行ってお

ります。

SHOEI PLASTIC(THAILAND)CO.,LTD. 10,108千円

４．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

売上高 528,347千円

仕入高 63,294千円

営業取引以外の取引高 122,299千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の数

普通株式 346,000株
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６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

（繰延税金資産） (単位：千円)

未払事業税 5,820

未払事業所税 1,674

賞与引当金 30,520

未払社会保険料等 4,871

たな卸資産評価損 775

貸倒引当金 4,960

長期未払金 44,356

関係会社株式評価損 16,567

資産除去債務 4,492

退職給付引当金 19,109

その他 12,002

繰延税金資産小計 145,152

評価性引当額 △71,382

繰延税金資産合計 73,770

（繰延税金負債）

前払年金費用 △31,181

　 その他有価証券評価差額金 △1,003

　 その他 △12,675

繰延税金負債合計 △44,860

繰延税金資産純額 28,909
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７．関連当事者との取引に関する注記
　

子会社等 (単位：千円)

属 性
会社等の
名称又は
氏名

議決権等の
所有（被所
有）割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額 科目 期末残高

子会社 ㈱ＣＳ
所有
直接100％ 資金の援助

資金の
回収

30,000
関係会社
短期貸付金

120,000

関係会社
長期貸付金

150,000

利息の
受取

4,248 - -

配当の
受取

56,083 - -

債務保証 債務保証 316,969 - -

役員の兼任

子会社 ㈱クルー
所有
直接100％ 資金の援助

資金の
回収

30,384
関係会社
短期貸付金

150,000

資金の
貸付

410,000
関係会社
長期貸付金

890,090

利息の
受取

8,461 未収利息 541

配当の
受取

53,505 未収入金 8,917

債務保証 債務保証 415,852 - -

役員の兼任

取引条件及び取引条件の決定方針等
１．資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。
２．短期貸付金については、純額表示しております。
３．債務保証については、当社が保証を行っているものであり担保提供は受けておりません。
４．配当の受取については、剰余金の分配可能額を基礎とした一定の基準に基づき合理的に決

定しております。

　

８．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 323円41銭

１株当たり当期純利益 59円33銭

　

９．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
　

(注) 記載の金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書

平成30年５月18日
株式会社ショーエイコーポレーション
取 締 役 会 御 中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 公認会計士 林 由佳 ㊞業務執行社員

指定有限責任社員 公認会計士 井上 正彦 ㊞業務執行社員

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ショーエイコーポレ
ーションの平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の連結計算書
類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連
結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬に
よる重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要
と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結

計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に
公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るため
に、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための

手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結
計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目
的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連
結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経
営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断し

ている。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社ショーエイコーポレーション及び連結子会社
からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重
要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す

べき利害関係はない。
以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書

平成30年５月18日
株式会社ショーエイコーポレーション
取 締 役 会 御 中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 公認会計士 林 由佳 ㊞業務執行社員

指定有限責任社員 公認会計士 井上 正彦 ㊞業務執行社員

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ショーエイコ
ーポレーションの平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第51期事業年度の計
算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表
並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、
不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算

書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国
において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基
準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかに
ついて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を

入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は
誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて
選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するための
ものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連す
る内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方
法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその
附属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断し

ている。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正

妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係
る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと
認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す

べき利害関係はない。
以 上
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監査等委員会の監査報告

監 査 報 告 書

当監査等委員会は、平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第51期事

業年度の取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につ

き以下のとおり報告いたします。なお、平成29年６月27日に開催された第50期定

時株主総会におきまして、当社は監査役会設置会社から監査等委員会設置会社に

移行いたしましたので、平成29年４月１日から平成29年６月27日定時株主総会終

結時までの監査につきましては、監査役及び監査役会が実施してきた監査内容を

監査等委員会が引き継ぎ、監査の方法及び結果を確認の上当事業年度の監査報告

としております。

１．監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に

関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制(内部

統制システム)について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況につ

いて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意思を表明し、さらに、

財務報告に係る内部統制について、取締役等及び新日本有限責任監査法人か

ら、両者の協議の状況並びに当該内部統制の評価及び監査の状況について報告

を受け、必要に応じて説明を求めるとともに、下記の方法で監査を実施しまし

た。

① 監査等委員会が定めた監査の方針、監査計画に従い、会社の内部統制部門と

連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関

する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧

し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。ま

た、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交

換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監

視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を

受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が

適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げ

る事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）

等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算

書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びそ

の附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主

資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正し

く示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反す

る重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職

務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含め、指摘すべき事項は

認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認

めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認

めます。

平成30年５月21日

株式会社ショーエイコーポレーション 監査等委員会

常勤監査等委員 大 森 茂 樹 ㊞

監査等委員 岩 渕 誠 次 ㊞

監査等委員 村 野 譲 二 ㊞

監査等委員 新 城 学 ㊞

　 （注）監査等委員全員は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に
　 規定する社外取締役であります。

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件

剰余金の処分の件につきましては、安定的かつ継続的な配当を実施し、あわせ

て基盤強化のために内部留保の充実に力をいれていくことを基本方針としており

ます。

期末配当に関する事項

第51期の期末配当につきましては、業績、財務状況など総合的に勘案いたしま

して、株主の皆様のご支援に報い、以下のとおりといたしたいと存じます。なお、

当期は平成30年２月26日の東京証券取引所市場第二部への市場変更に関して株主

の皆様への感謝の意を表し、記念配当を実施したいと存じます。

(1) 配当財産の種類

金銭といたします。

(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につきまして、13円00銭（普通配当10円00銭、記念配当３

円00銭）といたしたいと存じます。

なお、この場合の配当総額は84,552,000円となります。

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

平成30年６月27日

第２号議案 定款一部変更の件

(1) 変更の理由

当社グループとして、資産の有効活用及び事業活動の多様化に対応するため、

不動産の管理及び賃貸業についても事業目的に加え、事業目的の一部を変更す

るものであります。

なお、上記の変更に伴い、条数の整備等の所要の変更を行うものであります。

(2) 変更の内容

変更の内容は次のとおりであります。

なお、本議案における定款変更につきましては、本総会終結の時をもって効

力が発生するものといたします。

（下線は変更部分を示します。）
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現行定款 変更案

第１条（条文省略） 第１条（現行どおり）

（目的） （目的）

第２条 当会社は、次の事業を営むことおよび次の

事業を営む会社（外国会社を含む。）、組合

（外国における組合に相当するものを含む。）

その他これに準ずる事業体の株式または持分

を所有することにより、当該会社等の事業活

動を支配または管理することを目的とする。

第２条 当会社は、次の事業を営むことおよび次の

事業を営む会社（外国会社を含む。）、組合

（外国における組合に相当するものを含む。）

その他これに準ずる事業体の株式または持分

を所有することにより、当該会社等の事業活

動を支配または管理することを目的とする。

（１）プラスチックフィルムの製袋およびその

加工販売ならびに輸出入

（１）プラスチックフィルムの製袋およびその

加工販売ならびに輸出入

（２）包装資材の小売業および輸出入 （２）包装資材の小売業および輸出入

（３）郵便物およびカタログ等の作成（封入、

封緘、宛名ラベル作成および区分け等）お

よび発送の包括請負業務

（３）郵便物およびカタログ等の作成（封入、

封緘、宛名ラベル作成および区分け等）お

よび発送の包括請負業務

（４）物品の仕分け、検品、包装、梱包および

発送の包括請負業務

（４）物品の仕分け、検品、包装、梱包および

発送の包括請負業務

（５）販売促進用宣伝資材の企画製作および販

売

（５）販売促進用宣伝資材の企画製作および販

売

（６）包装用パッケージの製造および販売 （６）包装用パッケージの製造および販売

（７）包装・梱包用機械の販売 （７）包装・梱包用機械の販売

（８）プラスチック製品、原材料の販売および

輸出入

（８）プラスチック製品、原材料の販売および

輸出入

（９）医薬部外品、化粧品の製造および販売 （９）医薬部外品、化粧品の製造および販売

（10）紙製品、文房具、事務用品、日用品雑貨

化粧品の販売

（10）紙製品、文房具、事務用品、日用品雑貨

化粧品の販売

（11）第一種貨物利用運送事業（貨物自動車運

送）

（11）第一種貨物利用運送事業（貨物自動車運

送）

（12）日用品雑貨、インテリア用品の企画、製

造および販売ならびに輸出入

（12）日用品雑貨、インテリア用品の企画、製造

および販売ならびに輸出入

　 （13）園芸用品、園芸用薬品、肥料の製造および

販売ならびに輸出入

（13）園芸用品、園芸用薬品、肥料の製造およ

び販売ならびに輸出入

（新設） （14）不動産の管理および賃貸

（14）上記各号に附帯または関連する一切の事

業

（15）上記各号に附帯または関連する一切の事

業

第３条（条文省略） 第３条（現行どおり）

― 43 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年05月22日 19時17分 $FOLDER; 43ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）３名選任の件

本総会終結の時をもって取締役（監査等委員である取締役を除く）３名が任期
満了となりますので、取締役（監査等委員である取締役を除く）３名の選任をお
願いするものであります。
なお、本議案につきましては、監査等委員会から各候補者に関して、当該事業

年度における業務執行状況及び業績等を評価したうえで、当社の取締役として適
任である旨の意見をいただいております。

取締役（監査等委員である取締役を除く）の候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
の株式の数

１

しばはら え い じ

芝 原 英 司

(昭和23年12月６日生)

昭和48年４月 当社入社

2,833,000
株

昭和57年４月 常務取締役

昭和63年４月 代表取締役社長

平成29年６月 代表取締役社長 代表執行役員グループＣ
ＥＯ（現任）

（取締役候補者とした理由）

経営者としての手腕と実績、当社グループの今後の持続的な企業価値

向上、中期経営計画実現のため、代表取締役社長（グループＣＥＯ）

として職責を担っており、引き続き取締役としての選任をお願いする

ものであります。

２

ありむら よしふみ

有 村 芳 文

(昭和34年４月22日生)

昭和60年４月 日本勧業角丸証券株式会社（現みずほ証券
株式会社）入社

67,400株

平成17年10月 当社入社 社長室長

平成17年12月 管理本部副本部長兼社長室長

平成18年２月 管理本部長兼社長室長

平成18年６月 取締役 管理本部長・経営企画室担当兼社
長室長

平成21年６月 常務取締役 生産部・総務部・経理部担当
兼社長室長

平成25年６月 専務取締役 生産部・総務部・経理部担当
兼企画部長

平成29年６月 専務取締役
専務執行役員グループＣＦＯ 兼企画部長

平成30年４月 代表取締役専務
専務執行役員グループＣＦＯ 兼企画部長
（現任）

（取締役候補者とした理由）

主に、管理部門及び企画部門の知識と経験により当社の今後の持続的

な企業価値向上、中期経営計画実現のため、専務取締役（グループＣ

ＦＯ）として職責を担っており、引き続き取締役としての選任をお願

いするものであります。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
の株式の数

３

しばはら あ つ し

芝 原 篤 司

(昭和45年３月28日生)

平成４年４月 株式会社大販入社

26,400株

平成７年12月 株式会社クルー入社

平年10年４月 同社専務取締役

平成15年11月 同社専務取締役辞任

平成15年12月 株式会社ＣＳ設立 代表取締役社長

平成25年６月 株式会社クルー 代表取締役社長（現任）

平成25年６月 当社取締役

平成29年４月 取締役 クルー営業連携部長

平成29年６月 取締役 執行役員クルー営業連携部長（現
任）

（重要な兼職の状況）

株式会社クルー 代表取締役社長

（取締役候補者とした理由）
長年、100円ショップ、量販店等への営業活動における豊富な経験と実
績を有しており、当社グループの企業価値向上、中期経営計画実現の
ため、取締役として職責を担っており、引き続き取締役としての選任
をお願いするものであります。

(注) 各候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。

以上
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株主総会会場ご案内図

会場：大阪市中央区安土町三丁目１番３号

ヴィアーレ大阪 ２階

クリスタルルーム

◎ 地下鉄御堂筋線 本町駅①または③番出口

東へ徒歩３分

◎ 地下鉄堺筋線 堺筋本町駅⑰番出口

西へ徒歩５分

◎ お車でのご来場はご遠慮くださいますようお願いいたします。

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年05月22日 19時17分 $FOLDER; 48ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）




